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平成30年８月期業績予想と実績の差異及び特別損失の計上 

並びに繰延税金資産の取崩し額の修正に関するお知らせ 

 

当社は、平成30年４月16日に公表いたしました平成30年８月期の業績予想と、本日公表の実績値に差

異が生じましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

また、下記のとおり、特別損失の計上及び繰延税金資産の取崩し額の修正をいたしましたので併せて

お知らせいたします。 

  

記 

 

 

１． 平成30年８月期連結業績予想と実績の差異（平成29年９月１日～平成30年８月31日） 

 

売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主 

に帰属する 

当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

7,200 

百万円 

42 

百万円 

△63 

百万円 

△350 

円 銭 

△56.36 

実績（Ｂ） 7,349 117 13 △193 △28.89 

増減額（Ｂ－Ａ） 149 75 76 156 - 

増 減 率 （ ％ ） 2.1% 180.7% - - - 

（参考）前期連結実績 

（平成29年８月期） 
7,830 △221 △167 △1,584 △255.07 

 

２． 平成30年８月期個別業績予想と実績の差異（平成29年９月１日～平成30年８月31日） 

 
売上高 経常利益 当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

7,100 

百万円 

△55 

百万円 

△350 

円 銭 

△56.36 

実績（Ｂ） 7,242 12 △194 △29.03 

増減額（Ｂ－Ａ） 142 67 155 - 

増 減 率 （ ％ ） 2.0% - - - 

（参考）前期個別実績 

（平成29年８月期） 
7,700 △198 △1,581 △254.66 

 



 

 

 

３． 実績との差異の理由及び特別損失の内容 

 

【連結の実績との差異の理由】 

カラオケルーム運営事業において、売上対策として販促活動の強化・徹底や店舗社員の採用・教

育などを行い店舗営業の競争力向上を図った結果、比較可能な既存店※の売上高の前年同期比は通

期では98.5％(上期94.8%・下期102.4％)となり、下期は施策の効果が顕著に出たことで、販売促進

費や厳選した出店の本格的再開による出店などの費用は増加しましたが、売上高及び売上総利益は

業績予想を上回りました。また、当社100％連結子会社であるTETSUJIN USA Inc.において、当連結

会計年度より連結決算日に本決算に準じた仮決算を行う方法に変更したことに伴い14ヶ月間を連

結したことで売上高が業績予想を上回りました。販売費及び一般管理費については一層の経費削減

効果により、営業利益及び経常利益ともに業績予想を上回りました。当期は利益構造の転換を目的

とした積極的な退店による店舗閉鎖による費用を見込んでおりましたが後継テナントに店舗設備

を譲渡したことにより、固定資産売却益が第２四半期累計期間の金額５百万円から25百万円増加及

び繰延税金資産の回収可能性の検討により計上額を見直したことなどにより、第２四半期累計期間

に取崩した繰延税金資産198百万円を19百万円減額し、親会社株主に帰属する当期純利益が19百万

円増加したことで業績予想を上回りました。 

※比較可能な既存店とは、営業開始後12ヶ月を経過して営業を営んでいる店舗で前年対比が可能なものをいいます。 

 

【個別の実績との差異の理由】 

カラオケルーム運営事業において、売上対策として販促活動の強化・徹底や店舗社員の採用・教

育などを行い店舗営業の競争力向上を図った結果、比較可能な既存店の売上高の前年同期比は通期

では98.5％(上期94.8%・下期102.4％)となり、下期は施策の効果が顕著に出たことで、販売促進費

や厳選した出店の本格的再開による出店などの費用は増加しましたが、売上高及び売上総利益は業

績予想を上回りました。販売費及び一般管理費については一層の経費削減効果により、営業利益及

び経常利益ともに業績予想を上回りました。当期は利益構造の転換を目的とした積極的な退店によ

る店舗閉鎖による費用を見込んでおりましたが後継テナントに店舗設備を譲渡したことにより、固

定資産売却益が第２四半期累計期間の金額５百万円から25百万円増加及び繰延税金資産の回収可

能性の検討により計上額を見直したことなどにより、第２四半期累計期間に取崩した繰延税金資産

198百万円を19百万円減額し、親会社株主に帰属する当期純利益が19百万円増加したことで業績予

想を上回りました。 

 

【特別損失の内容】 

店舗建物設備及びソフトウェア資産について、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、減

損損失10百万円を計上いたしました。 

 

 

以 上 


